
 

平成１７年２月期   中間決算短信（非連結）   平成 16年 10月 15日  

上場会社名 株式会社 スギ薬局               上場取引所 東証・名証 
コード番号 7649                      本社所在都道府県  愛知県 
（ＵＲＬ http://www.drug-sugi.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 杉浦 広一 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長  氏名 金井 哲治         ＴＥＬ （0566） 73 － 6300 
決算取締役会開催日 平成 16年 10 月 15日           中間配当制度の有無 ○有・無 
中間配当支払開始日 平成 16年 10 月 27日                    単元株制度採用の有無 ○有（１単元 100 株）・無 
 
1. １６年８月中間期の業績（平成 16年３月１日～平成 16年８月 31日） 
(1)経営成績                                       （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 
１６年８月中間期 51,130 （21.5） 2,647 （ 2.2） 2,977 （ 1.8） 
１５年８月中間期   42,074      2,592      2,924      
１６年２月期 87,429      5,042      5,750      
    
 中間（当期）純利益 １株当たり中間 

（当期）純利益 
潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり中間(当期)純利益 

 百万円  ％ 円  銭 円  銭 
１６年８月中間期 1,665 （ 3.0） 63  71   －      
１５年８月中間期 1,616      123  70   －      
１６年２月期 3,234      247  02   －      
（注）①持分法投資損益 16 年８月中間期  －百万円  15 年８月中間期 －百万円   16 年２月期 －百万円 
②期中平均株式数 16 年８月中間期 26,143,876株 15 年８月中間期 13,071,954 株 16 年２月期 13,071,954 株 
③会計処理の方法の変更    有・○無 

   ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

  
１６年８月中間期 
１５年８月中間期 

円  銭  
6  00   

10  00   

円  銭  
                 
                 

１６年２月期          20  00   

 

 
(3)財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円      ％ 円  銭 
１６年８月中間期 41,361 21,297 51.5 814  64  
１５年８月中間期 36,269 18,277 50.4 1,398  21  
１６年２月期 37,564 19,766 52.6 1,511  74  
（注）①期末発行済株式数 16 年８月中間期26,143,854 株 15 年８月中間期13,071,954 株 16 年２月期13,071,954 株 
      ②期末自己株式数  16 年８月中間期    146 株 15 年８月中間期     46株 16年２月期    46 株 
 
(4)キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
１６年８月中間期 2,607 △2,486 △130  9,271 
１５年８月中間期 3,100 △1,744 △130 10,993 
１６年２月期 3,437 △3,662 △261  9,280 

 
2. １７年２月期の業績予想（平成 16年３月１日～平成 17年２月 28日） 

1株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期  末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 105,000 7,010 3,790 6 00  12 00  

（参考）1株当たり予想当期純利益(通期)   144 円 97 銭 
ø上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しております。実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。主な要因は本資料 10ページに記載しております。 
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経 営 方 針 
 

１. 経営の基本方針 

当社の経営理念は、『医薬品･健康食品･化粧品･日用品の販売及び処方箋調剤をとおして、

地域社会に貢献できる会社作りを目指します。』『社員の幸せを願い、社員とともに成長す

る会社作りを目指します。』であり、その実現をとおして、企業価値の向上を図ることを経

営の基本方針としております。 

近年の医療制度改革による医療費の個人負担が増加したことに加え、全国の医薬分業率が

50％を上回ったことにより、軽症の病気・けが等は市販薬で治すといった「セルフメディ

ケーション（自己治療）」がより一層浸透していくものと考えられます。 

このような医療環境のもと、カウンセリング機能を備え、信頼のおける「かかりつけ薬局」

のニーズがますます高まるものと予想されております。当社は、このようなニーズに応え

るため､大手ドラッグストアで唯一、全店で「調剤併設型ドラッグストア」を展開してまい

りました。 

今後につきましても、この事業コンセプトを貫き、積極的に事業規模を拡大することによ

り、地域医療の担い手として社会に貢献していくとともに企業価値の向上に努めてまいり

ます。 

 

２. 利益配分に関する基本方針 

当社は、株主への利益還元の充実と安定した配当を継続していくことを基本方針とし、あ

わせて今後の事業展開に備えるために内部留保の充実による財務体質の強化などを総合的

に勘案して利益配分を決定しております。 

当期は、中間配当金 1株当たり６円を実施し、通期で 12円の普通配当を予定しておりま

す。 

内部留保金につきましては、競争が激化するドラッグストア業界で勝ち残るための積極的

な店舗展開（出店）、それをサポートする営業・内部管理体制（システム）の構築、「かか

りつけ薬局」を実践できる有能な社員の育成のために利用し、更なる企業価値の向上に努

めてまいります。 

 

３. 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、平成 13年 7月 2日に１単元の株式数を 1,000株から 100株に、平成 16年 4月

20 日に株式分割（１：２）を行い、投資家の皆様が投資しやすい環境を整備してまいりま

した。 

今後も、投資家の皆様のご期待にお応えできるよう引き続き株価、出来高等を注視し、さ

らに株式の流動性を高め､より広い投資家の皆様に当社株式へ投資していただける環境を

整えてまいりたいと考えております。 
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４. 目標とする経営指標 

当社は、売上高成長率 25％以上と株主価値重視の観点より ROＥ15％以上を当面の主た

る経営指標としております。 

当中間期の売上高成長率は 21.5％となり、当中間期の ROＥは 8.1%となりました。 

 

５. 中期的な経営戦略 

 
ａ.中期出店戦略 

当社は、平成 17 年 2月期は中京地区と関西地区に 70 店舗の出店を計画しており、平成

18 年 2 月期は同地区に 80 店舗の出店を計画しております。 

当中間期は同地区に 27 店舗を出店し、1店舗を退店いたしました。 

 
 平成 16 年 2月期 平成 17 年 2月期 平成 18 年 2月期 
 中間期 通期 中間期 通期 通期 
 実績 実績 実績 (計画) (計画) 
出店店舗数 28 55 27 （70） （80） 
期末店舗数 202 227 253 （296） （376） 

 

ｂ.中期人材教育方針 

当社は、地域に密着した「かかりつけ薬局」を目指しております。地域のお客様の信頼

を勝ち得るには、専門的な知識、技術の修得をはじめ、役職に応じた能力開発や人材の育

成が重要であると考えており、以下の教育を継続して実施してまいります。 
 

• スーパーバイザー、店長および次長を対象としたマネジメント教育 
積極的な出店の中で、優秀な店長を育成し続け、且つ、店舗マネジメント力の向上を
図るべく、一般社員から管理職まで役職別に年間教育スケジュールに基づいた集合研
修を実施しております。 

 
• 薬剤師を対象とした専門教育 
2004 年 1 月 1 日付けで「日本医療薬学会」より研修施設として、業界初めての学会認
定を受けた当社の「薬事センター」を活用し、調剤併設型ドラッグストアに勤務する薬
剤師に必要な知識・技術を修得すべく、３年間の研修カリキュラムに従い、クラス別の
研修を実施しております。又、検定合格者を｢ロイヤルファーマシスト｣（初、中、上級）
として認定する社内制度も導入しております。 
 

• ビューティアドバイザーを対象とした専門教育 
お客様の美容相談に応えられる技術・知識の向上を図るべく、習熟度に応じたクラス
別の研修を実施しております。また、検定合格者を｢ビューティアドバイザー｣（初、
中、上級）として認定する社内制度を導入しております。 
 

• 全社員対象の研修 

ｅ-ラーニングシステムによる専門教育、ならびに、テレビ教育システムによる経営

理念の浸透と運営方針の徹底をパート・アルバイトを含む全社員を対象に行なっており

ます。 
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６. 対処すべき課題 
a．質の高い薬剤師の確保 

全店調剤併設型ドラッグストアを展開する当社では、適切なカウンセリングおよび正確

な調剤ができる有能な薬剤師の確保が重要な課題であります。今後につきましては、薬剤

師の数の確保のみならず、質の高い有能な薬剤師の確保にも注力してまいります。 
 
b．調剤過誤の防止 

地域医療の一翼を担う調剤業務におきましては、調剤過誤は許されません。平成 16 年

2月には、当社として 2校目となる薬事研修センター（京都校）を開校し、薬剤師のスキ

ルアップ体制を強化するとともに、各店舗で実際の調剤過誤には至らなかったもののヒヤ

リとした、ハットしたという事例（インシデント事例）を薬事情報センター（ＤＩ室）に

集約し、インシデント事例を全店舗で共有することにより、調剤過誤を未然に防ぐよう努

めております。 
 
c．顧客のストア・ロイヤリティーの向上 

ドラッグストアの激戦地区である中京・関西地区で、他社との差別化を図るための方策

のひとつが顧客のストア・ロイヤリティーを高めることと考えております。 

ポイント・カード会員から得られた顧客情報を分析、活用することによって、今後とも

顧客のストア・ロイヤリティーをより一層高める努力を続けてまいります。 

 

ｄ．情報管理体制の強化 

企業情報はもとより、当社が保有する顧客情報の管理をこれまで以上に強化してまいり

ます。特に、個人情報保護については、その流出と誤用が発生することのないよう、可能

な限りの対策を講じてまいります。 

 

ｅ. 経営基盤の強化 

 当社は急激に事業規模を拡大しており、その拡大に相応した経営基盤の強化が急務であ

ります。とりわけ、ＩＴを最大限に活用することにより、店舗業務、本部業務のより一層

の効率化や、経営情報の共有化を進めることで、経営基盤の強化を図るとともに、生産性

の向上に努めてまいります。 

 

７. コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

ａ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、地域医療の担い手として、「調剤併設型ドラッグストア」を展開するという事

業コンセプトについて、お客様、お取引先様、および株主の皆様に支持していただくこと

で、企業価値の更なる向上を図ることを経営の基本方針としております。そのためには、

経営環境の変化にスピーディーに対応できる経営組織の構築と情報開示の充実による透

明性の高い経営を実現することが重要であり、これが、すなわちコーポレート・ガバナン

スを強化することであると考えております。 
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ｂ．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行および監督にかかる経営管理組織その他のコーポレー

ト･ガバナンス体制の状況 

当社の取締役会は、取締役９名（内、社外取締役 1名）および監査役５名（内、社外監

査役３名）で構成されております。業務執行における意思決定については、常勤役員で構

成する「業務役員会」が行い、その内容は毎月開催される定例取締役会に報告しておりま

す。また、監査機能としては、監査役会があり、監査役は取締役会および業務役員会への

出席はもとより、社内の重要会議にも出席し、取締役の業務執行を監査しております。 

 

② 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引契約その

他の利害関係の概要 

社外取締役は、当社の第４位大株主であるイオン株式会社の取締役兼代表執行役社長で

あり、当社は同社が運営するショッピング・センターへ出店しており、賃借等の営業取引

があります。なお、社外監査役３名は、当社と利害関係はありません。 

 

③ 会社のコーポレート･ガバナンスの充実に向けた取組みの最近一年間における実施状

況 
平成 16年 5月 24日開催の第 22回定時株主総会において監査体制の一層の強化と充実を
図るため、監査役の員数を４名から５名に増員いたしました。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 
Ⅰ 経営成績 
１. 当中間期の概況 

 
 売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 １株当たり 

中間純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 
平成 16年 8月中間期 51,130 2,647 2,977 1,665 63.71 
平成 15年 8月中間期 42,074 2,592 2,924 1,616 123.70 
伸長率 +21.5% +2.2% +1.8% +3.0% － 

 

（1）業績全般の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、大企業・製造業の業績回復に続いて、中堅中小企業・

非製造業においても序々に業績の回復が見られるなど、着実に景気回復を続けています。

この企業業績の回復が雇用者所得の改善にも好影響を与えたことから、個人消費も順調に

増加しました。しかしながら、購買頻度の高い食品や日用消耗品を取り扱う小売業にとっ

ては、総額表示の導入や、過去例の無い数の台風の上陸に伴う天候不順などにより、非常

に厳しい状況でありました。 

このような状況の中、前期に引き続いて積極的に店舗数の拡大を図り、愛知県に 13店舗

（内、名古屋市内に６店舗）、岐阜県に３店舗、三重県、兵庫県、奈良県及び京都府にそれ

ぞれ１店舗、大阪府に７店舗の計 27店舗を出店し、1店舗を退店いたしました。 

 

以上の結果、当中間期における業績は、売上高 51,130 百万円（前期比 21.5％増）、経常

利益は 2,977百万円（前期比 1.8％増）、中間純利益は 1,665百万円（前期比 3.0％増）とな

りました。 

 

（売上高） 

 売上高は、51,130 百万円（前年同期比 21.5％増、9,056百万円増）となりました。これ

は、既存店の売上が伸長していることに加え、今上期に 27店舗を新規出店したことによる

ものです。商品群別ではヘルス・アンド・ビューティ部門（調剤、ヘルスケア、ビューテ

ィケア）の売上が 6,008百万円増加し、その結果、構成比は前年同期より 0.6ポイント高ま

って 63.3%となりました。特に調剤は、地域基幹病院の分業で、ドミナントエリア内の複

数店舗で処方箋を応需する当社のスタイルが地域の皆様に支持されたことなどを主な要因

として前年同期比 32.8％増と大きく売上を伸ばしております。この傾向は、下期において

も更に加速されることが予想されます。また、食品、米、酒類、ペット商品などのその他

の売上も 35.5%の増収となりました。 
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（商品群別売上高の内訳） 

商品群別売上高の内訳は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

 平成 16年 8月中間期 平成 15年 8月中間期 伸長率 

 金  額 構成比 金 額 構成比  

調 剤 3,216 6.3% 2,423 5.8% +32.8% 
ヘ ル ス ケ ア 15,589 30.5% 13,147 31.2% +18.6% 
ビューティケア 13,580 26.5% 10,808 25.7% +25.6% 
ホ ー ム ケ ア 10,526 20.6% 9,106 21.6% +15.6% 
ベ ビ ー ケ ア 3,116 6.1% 2,825 6.7% +10.3% 

そ の 他 5,101 10.0% 3,764 8.9% +35.5% 
合 計 51,130 100.0% 42,074 100.0% +21.5% 

 

(月次売上高の動向) 

当中間期における月次売上高（営業速報ベース）の対前年同月比の増減率は以下のと

おりです。既存店（開店後 13 ヶ月を経過した店舗）売上高は、前年同期比+3.2％の伸

びとなりました。 

（単位：％） 
 平成 16年 
 3月 4月 5月 6月 7月 8月 

16年8月中間期 

全店 +15.3 +25.2 +22.3 +19.6 +25.5 +20.1 +21.5 
既存店 +0.4 +6.9 +3.0 +2.3 +5.6 +1.2 +3.2 

 

 （売上原価および売上総利益） 

売上原価は、36,848百万円（前期比 21.6%増、6,533百万円増）となり、売上総利益

は、14,282百万円（前期比 21.4%増、2,522百万円増）となりました。新規店舗の開設

や総額表示方式に伴う売価戦略は売上総利益率の引き下げ要因となりましたが、一方で、

上述のように売上総利益率の高いヘルス・アンド・ビューティ部門の売上高構成比が上

昇したことで、売上総利益率は 0.1ポイントの低下に留まりました。 

 

(販売費および一般管理費） 

販売費および一般管理費は、11,634百万円（前期比 26.9%増、2,466百万円増）とな

り、売上高販管費比率は 22.8%と前年同期の 21.8%から 1.0ポイント上昇しました。こ

れは主として、地代家賃および調剤売上高の伸びにより非課税売上割合が増加し、これ

に伴い消費税負担が増加したことによるものです。 

 

(営業利益） 

以上の結果、営業利益は、2,647百万円（前期比 2.2%増、55百万円増）となり、売上

高に対する比率は 5.2%となりました。 
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(経常利益） 

経常利益は 2,977 百万円（前期比 1.8%増、53 百万円増）となり、売上高に対する比

率は 5.8%となりました。 

 

(中間純利益） 

中間純利益は 1,665 百万円（前年同期比 3.0%増、48 百万円増）となり、売上高に対

する比率は 3.3%となりました。 

 

2.当期の見通し 

平成 1７年 2月期通期の見通しにつきましては、個人消費は底堅い回復過程にあるとはい

うものの、原油価格の上昇に伴う先行き不安から大幅な増加を期待する環境にはないと予

想されます。また、ドラッグストア業界におきましても出店競争、価格競争の激化等一段

と厳しい状況になるものと思われます。 

このような厳しい状況の中ではありますが、平成 1７年 2月期は、当初業績予想の 70店

舗を新規に出店し、売上高 105,000百万円、経常利益 7,010百万円を達成すべく最大限の

努力をしてまいります。 
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Ⅱ 財政状態 
1． 当中間期の概況 

当中間期末における財政状況は次のとおりです。 

（財政の状況） 

（百万円） 
 平成 16年 8月末 

現在 
平成 15年 8月末 
現在 

（ご参考） 
平成 16年 2月末現在 

資産 41,361 36,269 37,564 
負債 20,063 17,992 17,798 

株主資本 21,297 18,277 19,766 
株主資本比率 51.5% 50.4% 52.6% 
1株当たり株主資本（円） 814.64   1,398.21   1,511.74   

 

資産は、平成 16年 2月末より 3,796百万円増加して 41,361百万円となりました。その

主因は、売上の増加に伴いたな卸資産が 373 百万円、新規店舗開設により建物、同附属

設備等の有形固定資産が 1,165 百万円、また、差入保証金等の投資等が 805 百万円、増

加したことによるものです。 

 

負債は、平成 16年 2月末より 2,264百万円増加して 20,063百万円となりました。その

主因は、仕入れの増加に伴い買掛金が 2,444百万円増加したことによるものです。 

 

株主資本は、平成 16年 2月末より 1,531百万円増加して 21,297百万円となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 
   （百万円） 
 平成 16年 8月

中間期 
平成 15年 8月
中間期 

増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,607 3,100 △493 
投資活動によるキャッシュ・フロー △2,486 △1,744 △741 
財務活動によるキャッシュ・フロー △130 △130 0 
現金及び現金同等物の増減額 △9 1,225 △1,235 
現金及び現金同等物の中間期末残高 9,271 10,993 △1,721 

 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の状況とそれらの要因

は次のとおりです。 

 

 営業活動によるキャッシュ・フローは 2,607百万円（前年同期比 15.9％減、493百万円

減）となりました。これは、税引前中間純利益が 2,936百万円（同 41百万円増）計上さ

れ、仕入債務が 2,444百万円（同 844減）増加したものの、その他流動資産の増加が 983

百万円（同 439百万円増）及び法人税等の支払額が 1,582百万円（同 347百万円増）あ

ったこと等によるものです。 
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投資活動によるキャッシュ・フローは 2,486百万円（同 741百万円増）となりました。

これは、新規出店 2７店舗により有形固定資産及び無形固定資産の取得や差入保証金によ

る支出が 2,173百万円（同 483百万円増）、下期出店予定店舗に伴う支出等が 308百万円

（同 204百万円増）あったことによるものです。 

 

財務活動によるキャッシュ・フローは 130 百万円となりました。これは主に配当金の

支払によるものです。 

 

以上の結果、当中間期における資金の減少額は 9百万円（前年同期比 1,235百万円減）

で、当中間期末における資金の残高は 9,271百万円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意事項） 

業績の見通しにつきましては、当社が現時点で合理的と判断する一定の前提に基づいて

おり、実際の業績は見通しと大きく異なることがあります。 

その要因のうち、主なものは以下のとおりです。 

 

• 当社営業地域の経済状況の急激な変動 

• 薬事法・大規模店舗立地法等の各種規制の大幅な変更 

• 薬剤師有資格者の労働市場における需給関係の急激な変動 など 
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【中間財務諸表等】 
(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成15年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年２月29日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  11,313,243   9,646,912   9,592,570   

２．売掛金  885,355   1,160,855   991,781   

３．たな卸資産  10,984,676   12,364,297   11,990,562   

４．繰延税金資産  503,955   726,907   502,441   

５．未収入金  －   2,310,319   1,488,730   

６．その他  1,535,484   479,507   308,333   

流動資産合計   25,222,715 69.5  26,688,800 64.5  24,874,419 66.2 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物  5,512,443   7,117,365   6,319,384   

２．土地  460,265   460,265   460,265   

３．その他  1,346,431   1,880,048   1,512,738   

有形固定資産合計   7,319,141 20.2  9,457,679 22.9  8,292,388 22.1 

(2）無形固定資産   418,723 1.2  537,314 1.3  526,113 1.4 

(3）投資その他の資産           

１．差入保証金  2,432,370   3,493,303   2,910,632   

２．その他  876,452   1,184,116   961,417   

投資その他の資産
合計 

  3,308,822 9.1  4,677,420 11.3  3,872,049 10.3 

固定資産合計   11,046,687 30.5  14,672,413 35.5  12,690,551 33.8 

資産合計   36,269,402 100.0  41,361,214 100.0  37,564,970 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  12,121,217   13,832,289   11,387,908   

２．未払金  1,712,300   1,899,984   1,783,823   

３．未払費用  1,473,729   1,679,503   1,551,894   

４．未払法人税等  1,428,611   1,528,309   1,579,398   

５．賞与引当金  296,308   －   320,421   

６．その他 ※２ 208,349   258,913   375,290   

流動負債合計   17,240,516 47.5  19,199,000 46.4  16,998,736 45.3 
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前中間会計期間末 
（平成15年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年２月29日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  254,833   335,628   287,460   

２．役員退職慰労引当
金  462,664   492,384   478,257   

３．その他  34,042   36,426   34,092   

固定負債合計   751,540 2.1  864,439 2.1  799,810 2.1 

負債合計   17,992,057 49.6  20,063,439 48.5  17,798,547 47.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,588,338 9.9  3,588,338 8.7  3,588,338 9.6 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  5,838,338   5,838,338   5,838,338   

資本剰余金合計   5,838,338 16.1  5,838,338 14.1  5,838,338 15.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  90,500   90,500   90,500   

２．任意積立金  6,745,048   9,543,844   6,745,048   

３．中間（当期）未処
分利益  2,009,669   2,227,119   3,496,066   

利益剰余金合計   8,845,218 24.4  11,861,463 28.7  10,331,614 27.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   5,691 0.0  10,097 0.0  8,373 0.0 

Ⅴ 自己株式   △240 △0.0  △462 △0.0  △240 △0.0 

資本合計   18,277,345 50.4  21,297,774 51.5  19,766,423 52.6 

負債・資本合計   36,269,402 100.0  41,361,214 100.0  37,564,970 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   42,074,268 100.0  51,130,729 100.0  87,429,779 100.0 

Ⅱ 売上原価   30,314,509 72.0  36,848,508 72.1  62,703,141 71.7 

売上総利益   11,759,758 28.0  14,282,221 27.9  24,726,637 28.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  9,167,581 21.8  11,634,271 22.8  19,684,629 22.5 

営業利益   2,592,176 6.2  2,647,949 5.2  5,042,008 5.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  343,250 0.8  407,859 0.8  723,523 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  11,030 0.0  77,973 0.2  14,903 0.0 

経常利益   2,924,397 7.0  2,977,836 5.8  5,750,628 6.6 

Ⅵ 特別損失 ※３  28,694 0.1  40,954 0.1  28,983 0.0 

税引前中間(当期)
純利益   2,895,702 6.9  2,936,882 5.7  5,721,644 6.5 

法人税、住民税及
び事業税 

 1,440,000   1,531,000   2,670,000   

法人税等調整額  △161,239 1,278,760 3.0 △259,686 1,271,313 2.5 △182,414 2,487,585 2.8 

中間(当期)純利益   1,616,942 3.8  1,665,568 3.3  3,234,058 3.7 

前期繰越利益   392,727   561,550   392,727  

中間配当額   －   －   130,719  

中間(当期)未処分
利益   2,009,669   2,227,119   3,496,066  
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

区分 注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間(当期)純
利益 

 2,895,702 2,936,882 5,721,644 

減価償却費  376,585 478,728 832,232 

賞与引当金の増減額
(減少:△)  57,171 △320,421 81,284 

退職給付引当金の増
減額(減少:△)  32,629 48,167 65,256 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少:△)  1,865 14,127 17,457 

受取利息及び受取配
当金  △6,228 △9,285 △13,860 

固定資産除却損  21,494 21,303 21,783 

売上債権の増減額
(増加:△) 

 △166,199 △169,073 △272,625 

たな卸資産の増減額
(増加:△) 

 △1,890,283 △373,734 △2,896,169 

その他流動資産増減
額(増加:△) 

 △544,174 △983,851 △789,538 

仕入債務の増減額
(減少:△) 

 3,289,053 2,444,380 2,555,743 

未払金の増減額(減
少:△) 

 402,327 151,503 402,032 

未払費用の増減額
(減少:△) 

 △6,208 127,608 71,956 

未払消費税等の増減
額(減少:△) 

 △50,322 △72,362 177,643 

その他  △84,371 △113,756 △237,477 

小計  4,329,039 4,180,217 5,737,364 
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前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額  5,915 9,001 13,476 

法人税等の支払額  △1,234,241 △1,582,089 △2,313,454 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 3,100,713 2,607,129 3,437,385 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定額預金及び定期積
金の預入れによる支
出 

 △164,700 △211,500 △424,300 

定額預金及び定期積
金の払戻による収入 

 177,600 147,600 445,600 

有形固定資産の取得
による支出 

 △1,434,424 △1,522,376 △2,638,136 

無形固定資産の取得
による支出 

 △30,785 △73,642 △198,653 

差入保証金による支
出 

 △224,505 △577,374 △739,972 

差入保証金の返還に
よる収入 

 36,040 59,859 74,527 

その他の投資増減額
(増加:△) 

 △103,653 △308,634 △181,880 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,744,428 △2,486,069 △3,662,815 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

自己株式の取得によ
る支出 

 － △221 － 

配当金の支払額  △130,544 △130,395 △261,102 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △130,544 △130,617 △261,102 
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前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(減少:△)  1,225,740 △9,557 △486,532 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 9,767,402 9,280,870 9,767,402 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 10,993,143 9,271,312 9,280,870 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

同左 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 ① 商品 ① 商品 ① 商品 

 売価還元法による原価法 同左 同左 

 ② 貯蔵品 ② 貯蔵品 ② 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法 

同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法） 

同左 同左 

  主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  

 建物     ８～34年   

 その他   

 構築物   10～20年   

 器具備品  ３～８年   

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 同左 同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法 同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

３．引当金の計上基準 (1)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支給に充てるため、将来

の支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上してお

ります。 

(1）賞与引当金 

────── 

（追加情報） 

労働組合との協約により、

賞与支給対象期間の改定（夏

季賞与は12月1日～5月31日を3

月1日～8月31日に、冬季賞与

は6月1日～11月30日を9月1日

～2月28日）、及び決算賞与制

度の新設（支給対象期間は3月

1日～2月28日）を行っており

ます。 

当社は移行措置として、平

成16年夏季賞与の支給対象期

間を平成15年12月1日から平成

16年8月31日までとし、支給金

額は旧制度（平成15年12月1日

から平成16年2月28日）及び新

制度により計算された金額を

全て支払うこととしました。 

なお、支給対象期間の変更

による損益に与える影響はあ

りません。 

(1)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支給に充てるため、将来

の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

 (2）退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、過去勤務債務は、各

事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理するこ

ととしております。 

また、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

同左  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により

費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

よりそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

同左  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引出可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引出可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。た

だし、資産に係る控除対象外消費

税等は当中間会計期間の期間費用

としております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。た

だし、資産に係る控除対象外消費

税等は当事業年度の期間費用とし

ております。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「未収入金」は前中間期まで、流

動資産の「その他」に含めて表示し

ていましたが、当中間期末において

資産の総額の100分の5を超えたため

区分掲記しました。 

 なお、前中間期末の「未収入金」

の金額は、1,198,183千円でありま

す。 

────── 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 

────── 

 

────── 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

前事業年度末 
（平成16年２月29日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

2,320,497千円 3,092,275千円 2,710,352千円 

※２．消費税等の取り扱い ※２．消費税等の取り扱い ※２． 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ────── 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
 
受取利息 6,126千円

広告宣伝用器具
受贈益 118,269 

受取手数料 149,283 
  

 
受取利息 9,178千円

広告宣伝用器具
受贈益 145,048 

受取手数料 171,386 
  

 
受取利息 13,733千円

広告宣伝用器具
受贈益 238,269 

受取手数料 302,095 
  

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
 
障害者雇用納付金 8,000千円 

  

 
障害者雇用納付金 8,450千円 

  

 
障害者雇用納付金 8,000千円

  
 リース解約損 48,644千円 

 
 

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 
 
固定資産除却損 21,494千円

 

 
固定資産除却損 21,303千円

店舗賃借解約損 19,650千円
 

 
固定資産除却損 21,783千円

店舗賃借解約損 7,200千円
  

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 
 
有形固定資産 326,825千円

無形固定資産 40,204千円
  

 
有形固定資産 416,203千円

無形固定資産 50,245千円
  

 
有形固定資産 720,819千円

無形固定資産 86,249千円
  

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

平成15年８月31日現在 平成16年８月31日現在 平成16年２月29日現在 
 
現金及び預金勘定 11,313,243千円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金
及び定期積金 

△320,100 

現金及び現金同等
物 10,993,143 

  

 
現金及び預金勘定 9,646,912千円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金
及び定期積金 

△375,600 

現金及び現金同等
物 9,271,312 

  

 
現金及び預金勘定 9,592,570千円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金
及び定期積金 

△311,700 

現金及び現金同等
物 9,280,870 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 119,759 25,722 94,037 

その他 
(器具備
品) 

2,058,648 728,980 1,329,668 

無形固定
資産(ソ
フトウェ
ア) 

150,586 92,915 57,671 

合計 2,328,994 847,618 1,481,376 
  

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 119,759 32,265 87,493 

その他 
(器具備
品) 

2,707,825 1,099,358 1,608,466 

無形固定
資産(ソ
フトウェ
ア) 

96,692 70,508 26,184 

合計 2,924,277 1,202,132 1,722,144 
  

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物 119,759 28,993 90,765 

その他 
(器具備
品) 

2,461,245 934,624 1,526,621 

無形固定
資産(ソ
フトウェ
ア) 

129,911 85,862 44,049 

合計 2,710,916 1,049,480 1,661,436 
  

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 435,205千円

１年超 1,087,346 

合計 1,522,552 
  

 
１年内 584,217千円

１年超 1,178,255 

合計 1,762,473 
  

 
１年内 538,815千円

１年超 1,164,190 

合計 1,703,006 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
 
支払リース料 233,377千円

減価償却費相当額 215,242 

支払利息相当額 22,743 
  

 
支払リース料 317,628千円

減価償却費相当額 296,639 

支払利息相当額 22,181 
  

 
支払リース料 517,242千円

減価償却費相当額 480,090 

支払利息相当額 45,270 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 

１年内 831,968千円

１年超 8,271,058 

合計 9,103,026 
  

 
１年内 1,075,273千円

１年超 10,785,638 

合計 11,860,912 
  

 
１年内 938,524千円

１年超 9,606,438 

合計 10,544,962 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末  （平成15年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 8,363 11,784 3,421 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26,935 33,201 6,265 

合計 35,299 44,985 9,686 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,070 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、中間会計期間末における時価が取得

原価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の

時価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 

 

当中間会計期間末  （平成16年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 中間貸借対照表計上額 
（千円） 差額（千円） 

(1)株式 8,363 14,476 6,113 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26,935 37,620 10,684 

合計 35,299 52,097 16,797 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,070 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、中間会計期間末における時価が取得

原価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の

時価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 
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前事業年度末  （平成16年２月29日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 8,363 13,637 5,274 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26,935 35,591 8,655 

合計 35,299 49,229 13,929 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,070 

 （注）  減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、期末における時価が取得原価の

50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の時価の

推移を勘案して、減損処理を行っております。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（自 平成15年３月１日 至 平成15年８月31日） 

 当社は、デリバティブ取引をまったく利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当中間会計期間末（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日） 

 当社は、デリバティブ取引をまったく利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日） 

 当社は、デリバティブ取引をまったく利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

 
１株当たり純資産額 1,398円21銭

１株当たり中間純利益 123円70銭
  

 
１株当たり純資産額 814円64銭

１株当たり中間純利益 63円71銭
  

 
１株当たり純資産額 1,511円74銭

１株当たり当期純利益 247円02銭
  

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業年度に適

用して算定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純

資産額 

1,186円66銭 

１株当たり純

資産額 

1,284円15銭 

１株当たり中

間純利益金額 

96円62銭 

１株当たり当

期純利益金額 

203円63銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

同左 

 

 

 

 

当社は、平成16年4月20日付をもっ

て普通株式1株を2株に分割しており

ます。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の1株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純

資産額 

699円11銭 

１株当たり純

資産額 

755円87銭 

１株当たり中

間純利益金額 

61円85銭 

１株当たり当

期純利益金額 

123円51銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間（当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

当事業年度から「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。なお、こ

れによる影響は軽微であります。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

中間（当期）純利益（千円） 1,616,942 1,665,568 3,234,058 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 5,000 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 1,616,942 1,665,568 3,229,058 

期中平均株式数（株） 13,071,954 26,143,876 13,071,954 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

────── 

 

 

 

 

 

 

──────  平成16年１月７日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

1. 平成16年４月20日付をもって普

通株式１株を２株に分割しまし

た。 

(１) 分割により増加する株式数 

  普通株式  13,072,000株 

(２) 分割方式 

平成16年２月29日最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記

載または記録された株主の所

有株式数を、１株につき２株

の割合をもって分割しまし

た。 

2. 配当起算日 

平成16年３月１日 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前期における

１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当期におけ

る１株あたり情報は、それぞれ以

下のとおりとなります。 

 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

642.08円 755.87円 

１株当たり当期

純利益 

１株当たり当期

純利益 

101.82円 123.51円 

なお、潜在株式

調整後1株当た

り当期純利益に

ついては、新株

予約権付社債等

潜在株式がない

ため記載してお

りません。 

なお、潜在株式

調整後1株当た

り当期純利益に

ついては、新株

予約権付社債等

潜在株式がない

ため記載してお

りません。 
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(2)【その他】 

 平成16年10月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関して、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額 156,863千円 

 （ロ）１株当たりの金額 ６円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成16年10月29日 

 


